
◎防衛庁設置法等の一部を改正する法律 
（平成一八年一二月二二日法律第一一八号）   

一、提案理由（平成一八年一〇月二七日・衆議院安全保障委員会） 

○久間国務大臣 ただいま議題となりました防衛庁設置法等の一部を改正する法律案に

ついて、その提案理由及び内容の概要を御説明いたします。 

 我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つという任務の重要性にかんがみ、防衛庁

を防衛省とするため、所要の規定を整備するほか、我が国周辺の地域における我が国の

平和及び安全に重要な影響を与える事態に対応して行う我が国の平和及び安全の確保に

資する活動等を自衛隊の任務として位置づけるとともに、安全保障会議の諮問事項を追

加する必要があります。 

 以上が、この法律案の提案理由であります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明いたします。 

 この法律案は、防衛庁設置法、自衛隊法及び安全保障会議設置法の一部改正並びに関

係法律の規定の整備を内容としております。 

 まず、防衛庁設置法の一部改正につきましては、防衛庁を防衛省とするとともに、そ

の長を防衛大臣とする等所要の改正を行うものであります。防衛省の任務、所掌事務、

組織等は、現行の防衛庁設置法に規定されているものと同様のものであります。 

 次に、自衛隊法の一部改正について御説明いたします。 

 第一に、防衛庁を防衛省とすることに伴い、自衛隊の最高の指揮監督権、防衛出動の

命令、治安出動の命令、海上における警備行動の承認その他の内閣の首長としての内閣

総理大臣の権限については変更せず、内閣府の長としての内閣総理大臣については、こ

れを防衛大臣と改める等所要の改正を行うものであります。 

 第二に、我が国周辺の地域における我が国の平和及び安全に重要な影響を与える事態

に対応して行う我が国の平和及び安全の確保に資する活動並びに国際連合を中心とした

国際平和のための取り組みへの寄与その他の国際協力の推進を通じて我が国を含む国際

社会の平和及び安全の維持に資する活動について、別に法律で定めるところにより自衛

隊が実施することとされているものを行うこと等を新たに自衛隊法第三条に規定する自

衛隊の任務として位置づけるための所要の改正を行うものであります。 

 最後に、安全保障会議設置法の一部改正でございます。 

 これは、安全保障会議の諮問事項に、内閣総理大臣が必要と認める周辺事態への対処

に関する重要事項及び内閣総理大臣が必要と認める自衛隊法第三条第二項第二号の自衛

隊の活動に関する重要事項を追加するものであります。 

 そのほか、関係法律の規定の整備等を行うものであります。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院安全保障委員長報告（平成一八年一一月三〇日） 



○木村太郎君 ただいま議題となりました防衛庁設置法等の一部を改正する法律案につ

きまして、安全保障委員会における審査の経過及び結果について御報告申し上げます。 

 本案は、我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つという任務の重要性にかんがみ、

防衛庁を防衛省とするなど、防衛庁設置法、自衛隊法及び安全保障会議設置法等の一部

を改正するものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、防衛庁を防衛省とすること、 

 第二に、防衛省の長は、防衛大臣とすること、 

 第三に、自衛隊法上の内閣の首長としての内閣総理大臣の権限については変更せず、

内閣府の長としての内閣総理大臣については、これを防衛大臣と改めること、 

 第四に、国際協力の推進を通じて我が国を含む国際社会の平和及び安全の維持に資す

る活動等を自衛隊の本来任務として位置づけること、 

 第五に、安全保障会議の諮問事項に、内閣総理大臣が必要と認める周辺事態への対処

に関する重要事項及び自衛隊の国際平和協力活動に関する重要事項を明示すること 

等であります。 

 本案は、第百六十四回国会に提出され、継続審査となり、去る十月二十七日の本会議

において趣旨説明及び質疑が行われました。 

 本委員会におきましては、十月二十七日久間防衛庁長官から提案理由の説明を聴取し、

十一月九日から質疑に入り、二十四日には参考人から意見を聴取するなど慎重に審査を

行い、本日質疑終局後、討論、採決の結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決

すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一一月三〇日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用に遺漏なきを期すべ

きである。 

一 防衛庁を省に移行するに当たっては、これまで行ってきた自衛隊の管理運用のみな

らず、今後は防衛政策に関する企画立案機能をも強化し、もって我が国の危機管理態勢

の充実・強化を図り、国際社会の平和の実現に取り組む姿勢を内外に明確にすること。 

二 内閣総理大臣が自衛隊の最高の指揮監督権を保持する等、現行のシビリアン・コン

トロールの基本的な枠組みを徹底させるとともに、さらに国会によるシビリアン・コン

トロールを実効あらしめるため、国会に対する説明責任を果たすこと。 

三 防衛庁の省移行に当たっては、防衛政策の企画立案及び執行に係る防衛大臣の補佐

体制を強化し、もって自衛隊に対する防衛大臣によるシビリアン・コントロールの徹底

を図ること。 

四 防衛施設庁における入札談合事件、護衛艦の暗号及び訓練関係文書などの情報流出

事案、大麻所持・使用等に係る薬物事案など、相次ぐ一連の不祥事は極めて遺憾であり、



到底、国民の理解を得られるものではない。 

  よって、防衛庁及び防衛施設庁は、真に国民の負託に応えるべく、抜本的体質改善

に努めるとともに、防衛省に移行した後も、これら事案の徹底的な究明及び対策に全省

をあげて取り組むこと。 

  そのため、新たに外部からの人材の登用等、監査・査察等に関する制度の創設を図

ることにより、一層の厳格な規律の保持に努め、もって国民の信頼回復に全力で尽くす

こと。 

五 自衛隊の国際平和協力活動に当たっては、我が国の主体的判断と民主的統制の下に

参加することを原則とし、今後、自衛隊が海外活動を展開する際には、その国際的な根

拠、必要性及び自衛隊が当該活動を行わなければならない必然性等を明確にして、国会

における関係法律の審議などあらゆる局面において、国民に対する十分な説明責任を果

たすこと。 

六 自衛隊の国際平和協力活動を本来任務化するに当たっては、これらが従たる任務で

あるとの位置づけを踏まえ、警戒監視活動などにいささかも欠けるところの生じること

がないよう、主たる任務である我が国の国土及び国民の防衛に万全を期すること。 

七 今後、自衛隊の国際平和協力活動に際しては、個々の活動の内容や情勢の変化等に

照らして、装備品や人員の配置等について適切な整備を行うこと。 

  また、年々増加している自衛官の自殺に関し、適切な対応を図るとともに、自衛隊

の任務の多様化が自衛隊員に負担の偏在や過重な負担を与えることのないよう、人事管

理を適切に行うとともに、勤務環境の改善を図ること。 

三、参議院外交防衛委員長報告（平成一八年一二月一五日）   

○柏村武昭君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、外交防衛委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、防衛庁設置法等の一部を改正する法律案は、我が国の平和と独立を守り、国の

安全を保つという任務の重要性にかんがみ、防衛庁を防衛省とするため所要の規定を整

備するほか、国際平和協力業務、周辺事態における後方地域支援等を自衛隊の本来任務

として位置付けるとともに、安全保障会議の諮問事項を追加することを内容とするもの

であります。 

 委員会におきましては、防衛庁の省移行の必要性とその意義、省移行後におけるシビ

リアンコントロールの徹底、省移行に対する近隣諸国の反応、国際平和協力活動等の本

来任務化に伴う自衛隊の役割の変化、本来任務化に伴う予算、組織、装備等への影響、

自衛隊の活動に係る地理的範囲、安全保障会議の諮問事項を追加する理由等について質

疑を行うとともに、参考人より意見聴取を行いましたが、詳細は会議録によって御承知

願います。 

 質疑を終え、討論に入りましたところ、日本共産党の緒方委員、社会民主党・護憲連

合の大田委員より、それぞれ反対する旨の意見が述べられました。 



 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し八項目から成る附帯決議を行いました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一二月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たって、憲法の下、国防の基本方針等の防衛に係る基本政策

を堅持するとともに、次の諸点に留意し、その運用に遺漏なきを期すべきである。 

一 防衛庁の省移行に当たっては、自衛隊の管理運用のみならず、防衛政策に関する企

画立案機能をも強化し、もって我が国の危機管理態勢の充実・強化を図り、国際社会の

平和と安全の実現に取り組む姿勢を内外に明確にすること。 

二 内閣総理大臣の自衛隊に対する最高の指揮監督権の保持等、現行のシビリアン・コ

ントロールの基本的な枠組みを徹底させるとともに、さらに国民の代表である国会によ

る恒常的な関与を深めシビリアン・コントロールを実効あらしめるため、関係法令の解

釈を含め国会に対する説明責任を的確に果たすこと。 

三 防衛庁の省移行に当たっては、防衛政策の企画立案及び執行に係る防衛大臣の補佐

体制を強化し、もって自衛隊に対する防衛大臣によるシビリアン・コントロールの徹底

を図ること。 

四 自衛隊の国際平和協力活動の本来任務化に当たっては、これらが従たる任務である

との位置付けを踏まえ、警戒監視活動等にいささかも欠けるところの生じることがない

よう、主たる任務である我が国の国土及び国民の防衛に万全を期すること。 

五 防衛庁の省移行、国際平和協力活動等の本来任務化を踏まえ、近隣諸国を始めとす

る諸外国との安全保障対話・防衛交流を通じて、相互の信頼醸成、防衛政策及び防衛力

の透明性の向上に更なる努力を傾注すること。 

六 自衛隊の国際平和協力活動に当たっては、我が国の主体的判断と民主的統制の下に

参加することを原則とし、今後、自衛隊が海外活動を展開する際には、その国際的な根

拠、必要性及び自衛隊が当該活動を行わなければならない必然性等を明確にして、国会

における関係法律の審議等あらゆる局面において、国民に対する十分な説明責任を果た

すこと。また、従来から本来任務として位置付けられている国の防衛及び新たに本来任

務として位置付けられる国際平和協力活動等の性格、内容及び活動の地理的範囲につい

て個別の関係法令の規定の趣旨を十分踏まえること。さらに、国際平和協力活動に際し

ては、個々の活動の内容や情勢の変化等に照らして、装備品や人員の配置等について適

切な整備を行うこと。 

七 防衛庁の省移行、国際平和協力活動等の本来任務化を踏まえ、任務の多様化、統合

運用の本格化等に対応するよう自衛隊員の適切な人事管理に努めるとともに、勤務環境

の更なる改善を図ること。あわせて、負担の偏在、過重な負担の解消を進めるとともに、



自衛官の自殺に関し、適切な対応をとること。 

八 防衛施設庁入札談合事案、情報流出事案、薬物事案等の一連の遺憾なる不祥事にか

んがみ、真に国民の負託に応えるため、抜本的体質改善に努めるとともに、防衛省に移

行した後も、これら事案の徹底的な究明及び対策に全省を挙げて取り組むこと。そのた

め、新たに外部からの人材の登用等、監査・査察等に関する制度・組織の創設を図るこ

とにより、一層の厳格な規律の保持に努め、もって国民の信頼回復に全力を尽くすこと。 

  右決議する。 


